
- 1 - 

運輸総合研究所   2020.5 No. 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．調査目的 

本調査研究は、海上保安分野の能力向上支援に

おいて、米国、豪州、インドとの連携の可能性を

検討していくための政策提言を実施することを目

的としている。 

政策提言を実施する前提として、支援実施国で

ある米国、豪州、インドに関する基礎調査及び、

被支援国であるフィリピン、インドネシア、ベト

ナムに関する基礎調査の必要性を認識し、支援国

間の連携はさることながら、関係国の外交方針な

どを理解した上で、被支援国にとって受入れ可能

な支援の在り方について検討していくことが必要

であることから、これらの国々に関する調査を順

次進めていくこととしている。なお、本調査にお

いては支援実施国である米国及びインドに焦点を

当てている。 

 

２．調査内容及び結果 

（１）インド 

本調査においては、インドとの連携を検討する

上で前提となるインドの基本的な外交方針につい

て説明をするとともに、インドと主要国の関係や

インド国内におけるインド沿岸警備隊（ICG）を巡

る情勢、そして組織詳細に関する調査を実施する

とともに、インド沿岸警備隊との潜在的な協力分

野について考察を行った。 

（２）米国 

米国の安全保障分野における海外支援システム

を解説するため、これら事業の実施主体となって

いる米国国務省及び国防総省の組織概要に加え、

両省内において海上保安分野の能力向上支援活動

の中心的組織について説明を行った。 

また、米国の実施している安全保障協力プログ

ラムの種別、規模、推移について説明を実施する

とともに、聞き取り調査をベースとした実際に被

支援国において支援が実施されるまでの調整過程

等について説明を行っている。 

（３）USCG 組織概要 

米国沿岸警備隊（USCG）組織に関する概要だけ

に留まらない詳細調査を実施した。予算や勢力に

加え、USCG 本庁組織については各部、各課、各係

に至るまで、それぞれの所掌を含めた解説を実施

するとともに、USCG が有する教育制度及び研修施

設などについて説明を加えている。 

 

３．おわりに 

 海上保安分野の能力向上支援において、米国、

豪州、インドとの連携を進めていくにあたり、各

国の基礎情報である外交政策、他国支援メカニズ

ム、支援実施組織詳細等について理解を進めてい

くことは必要不可欠である。 

 今次調査においては、米国及びインドに焦点を

あて、海上保安庁が国際協力を進めていくにあた

り、把握する必要があると思われる情報を収集分

析行った。今後、今年度フォローできていな国々

についても順次焦点をあて調査を進めていくこと

により、海上保安庁が各国との協力を進めていく

上での検討の一助となることを願うとともに、引

き続きの貢献をしていきたい。 
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